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最近のカメラ産業の動向

輸出構造の転換E多角化の推進一一

高崎仁良

I は じ め に

1980年代の日本の産業経済は「複合化」の時代を迎えたといわれる。 1970年

代までに蓄積されてきた各種技術は相互に結びつき，新商品や新生産方式を生

み出している。機械工学技術は電子工学技術と結びつき「メカトロニグス」と

いう流行語さえ創り出した。また異業種からの参入，異業種への進出という企

業行動を喚起し現在では業種聞の区分けが従来の観念ではつけ難くなってき

ているリ。

カメラ産業とて例外ではない。本稿は技術草新と産業構造の変革という視点、

を基礎として，カメラ産業を一つのケーススタディとして考察するものである

が2)' ここで議論されるいくつかの諸特質がひとりカメラ産業のみならず，現

代日本の産業経済全般に対して意味深い参考資料を提供できれば幸いである。

次のEでは，従来からのカメラ産業の諸特徴や近年の環境変化の中から，本

稿の論旨にとって最小限必要とみられる事項を項目別の形で記述した。それら

の事項と，いくつかのヒアリング調査，工場視察等による結果とを総合Lた推

論から，日本のカメラ産業の今後の展望が開けてくる。 Eでは日本のカメラ産

業における輸出構造の転換を子測し，町では主として過去 7年聞のデータに基

づき，現在のカメラ産業の多角化動向セ検討する。そして光学技術，精密機械

技術，電子工学技術の複合体としての「カメラ」は， 層の多角化戦略を押し

1)光ファイパ り市場に，電機メーカ 0古河電気工業』ガヲプ、メーカ の日本板硝子，特殊樹
脂が専門の三菱レイヨンが参入していることなどは好例である。

2) 本稿とほぼ同様D視点かb時計産業について分析したもUとしと，文献[6 Jがある。
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進めるだけの潜在力主有しているEとが示唆される。

本稿のアプローチは，市場構造，市場行動，市場成果という視点から専ら迫

る伝統的な産業組織論のアプローチからはやや逸脱した形をとっているが，最

後のVにおいて，カメラ産業の産業組織論は，それをーまとめにした完全な部

分均衡諭としてとらえるべきではなしその内部及び周辺における関連商品の

及ぼす効果を考慮した連関財市場という視点、から把握すべきであるという立場

から，問題点の整理を行なう。

II カメラ産業にみられる諸特徴

(需要の成索。

現在，カメラ業界内にはカえラの需要がそろそろ成熟段階に達したとの認識

が広まりつつある。もちろん業界内にはこれと異なるピジョ Y を持つ方々もお

られることだろう。しかし本研究のために行なったい〈っかのヒアリング調査

第 1図 カメラ全世帯普及率
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の中で，ほとんどといっ;て良いくらいこの認識がうかがえた。第 1図は園内に

おけるカメラの普及状況を示すものである。カメラ全世帯普及率は近年80%を

こえ，その伸び率が次第に鈍くなってきていることがわかる。こうした傾向は，

既にいくつかのカメラメーカーの兼業部門である，カメラ以外の光学機器，複

写機等の事務機といった分野へと，営業のウェイトが移って行くことを示唆す

るとともに，新機種の開発による新たな潜在的需要層の開拓を促している。例

えば，女性や高年齢層はかつて最も開拓の難しいところとされ亡いたが，近年

のエレグトロニグスの発展により，これらの眉を対象とした小型で操作の簡単

な新機種が，最近各社から相次いで発売されている。特に昭和57年は 11限レ

フ不況」とまでいわれ， 58年に入って「新製品ラッ-2/-，-J といわれるほど新機

種発表が相次いだ。潜在的需要層の開拓と買増し需要をねらったものである。

日本のカメラ産業界の一つの特徴が，新機積開発ブーム→需要一巡→不況→

新機種開発ブームという循環にあることは，既に文献 (9Jにおいて指摘され

ているが，近年にお日る園内需要の成熟傾向が示唆するより重要な方向は，蓄

積された技術体系を基礎とする経営内容の多角化と海外市場であろう。これに

ついては後に詳しく述べることになる。

〈革新〉

新製品開発競争がカメラ産業の特徴の一つであるからには，カメラという製

品そのものが昔と比べて進化しているはずである。まず誰の目にも明らかなこ

とは電子化，自動化であろう。焦点，露出，巻揚げ，巻戻しの自動化はおろか，

最近ではフ 4ノレムの入れ忘れやス Tロポ使用の必要の有無を，音声で知らせて

くれるカメラや，明るさに応じて内蔵きれたストロボがとび出すカメヲまで登

場している。現在では中級機種のカメラで電子部品の原価構成率は20~30%に

なっており，特に電子化の進んだもの立は60~70%であるともいわれている。

まさしくメカトロニク λ 製品の典型といえよう。しかし，カメラにおけるエレ

クトロニクエの最初の導入は約20年ほど前にさかのぼる。その20年間に「イノ

ベ--/ョン」と呼べるほどの急激な展開があったかというと否定的な見解も多
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い。メーカー内部で技術や企画を担当する人々の間でも，エレグトロエクス化

の進展はどちらかというと連続的であり，急激な革新の時期というものは特に

経験されなかったという芦もある。

だが昭和56年夏，カメラ業界は全くの異業種からの脅威にさらされた。カメ

フとは畑ちがいのソニーが発表した超 LSI技術の先端を行く CCDく電荷結合

素子〕を使った磁気カメラであるヘ同年秩にはシャープも阿様り技術を使っ

た小型軽量ピデオカメラを発表した。完全な商品化にはまだ時聞を要するもの

の，このフィルム不要のカメラはカメラ技術の発展史に残るプロダクトイノベ

ージョ γ である。主た最近では，既にポケット+イズのカメラの製造販売を

手がけている松下電器産業の35ミリカメラ市場への参入とL、う事例もみられる。

ζ のように，現在では競争は産業内競争にとどまらず，産業間競争に発展して

いる。

また，後段のカメラメーカーの多角化動向のところで関係することになるが，

カメラメーカーによる VTR市場への活発な参入はベカメラ産業による異業

種への進出の好例である。

以上はエレクトロニグスを媒体とした製品進化の， どちらかといえば見た目

にはでな側面であったが，カメラの発展を支えてきたもう一つのものに，プラ

スチック化という地味な側面があった。これはプラスチッグ自体の進歩による

ところも大きいが，現在ではフラスチックの利用によってカメラの重量は以前

と比べてほぼ半分になったといわれる。カメラが今日のような機能と形態に進

歩し亡きたりはエレクトロニク λ の利用とともに，プヲスチックの進歩による

ところが大きし、。

次に製造工程における革新はどうか。工場視察やヒアリ Y タ調査から得たか

ぎりでは，カメラにおいては製造工程の自動化は相対的に遅れている。電卓の

め これは一時マスコミによって「ソニ ショック」と称されるほどの衝激を業界に与えたが，解
慢度が低いという欠点もある。それでも長期的には影響力が大きいと認められている。

4) 昭和56年にキヤノン，旭光学，小百六が参入， 57年3月に日本光学も VTRを発売した。当面
OEM方式rよるところが多い。
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製造工場で，ほとんど無人といえる状況の中に固定シーケンスロポットだけが

動き続ける一場合ときわめて対照的である。もともとカメラ産業は労働集約的

な産業であることが指摘されているがE九 現在でも生産工程は製品のエレクト

ロニクス化によっても大きく変化したとはいえない状態にあり，組立工程は従

来の伝統的な形式を保っているようである(ただそれでも，凶独等と比較する

と，品質にはほとんど格差がないものの，量産技術 Eは日本が優位とされてし、

る〕。 これは， カメラにおいては組立工程の各段階で(人の手による〕細かし、

調整が必要で，なかなか自動fじになじまないという面もあるが，工程の自動化

〈即ち量産化〕に見合うためには生産台数〈需要)が今一歩というととろにあ

る点が最大の理由であろう。部分的には自動化の進んでいる工場もあるが，さ

らに自動化を進めるためには非常に大きな投資額が必要となる。あるメーカー

の話では，明在の生産台数の 3倍~4倍あれば，採算に合うようにかなりの部

分が自動化できるとのことである。

(製品差別化〉

カメラ産業においては「需要の 2極化」という言葉が時折聞かれる。例えば

高級カメラの市場においては，プロカメラマ Y やマニアが対象の中に含まれ，

コストダウンよりも性能，機能，精度が重視される。これに対して中級機種や

より低額のカメラに対する需要は，旅行z 万博等の行事，子供の誕生日等によ

ってたやすく触発言れる需要で，価格弾力性が大きし家庭用品のーっとして

扱われているといって過言ではない(むろん前者にあっては後者をかねる場合

もありうるが〕。外見ほ同じくカメラであってもニーズの背景は異なる。

この認、識においても，ヒアリング調査に応じていただいた各社担当者の聞で

いくつかの見解のバリアンλ はある。 2極化というよりも，高級品・中級品・

低額品という 3極分化といった方が適切ではないか。時期によって異なる。最

近. 2極化の傾向がまた一つに寄フてきたのではないか，等々。

要するにこれは，メーカー側が積極的に消費者のブラ Y ド選好を呼び起こす

5) 文献 [9J。
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ために創出する製品差別化の他に，需要側の肉に構造的に製品分化の基礎が明

確に存在しているということであろう。これに加えて，同じ中級機なら中級機

どうしで，他社との競争のために製品差別化が行なわれる。

カメラ産業が製品差別化の放しい虚業であることは既に知られているが，こ

の需要の 2極分化の傾向は前述の技術革新とも微妙にからみあう o カメラにお

けるュνクlロニグス化の進展過程はまず低額品に実現され，そ一れが次第に高

級品へと波及して行く傾向を持ッた。その理由はこうである。高級カメラの需

要層は非常に精度にやかま Lしまた自分の手でカメラを操作する技術に長け

ているために，低開発の段階にあるような低い精度の同動化製品は受け入れな

いためである。これに対して，低額品の大衆需要層は，ある程度のできばえで

写れば満足で，むしろ手数のかからぬ自動化製品を選好する。また，プラスチ

ック化の進展過程においても，高級品市場では過度のプラスチック化は歓迎さ

れないという面がある。

ここへきて我々は，高級カメラと，中級機種及びより廉価なカメラを含めた

低額カメラ(必ずしも値段が安いとばかりは限らない〉という やや暖昧な

区分ではあるが一一一2つのカテコリーに到達した。

この 2つの区分はプロセスイノベーショ Yとの関連で今後特に重要である。

即ち，い〈つかの調査で得られた結果は次の通りである。高級カメラは手作り

の部分が多く，形態も凹凸が激しくて製造工程の自動化が最も難しい。これに

対して，低額カメラは相対的に白動化になじみやすく，特にポケットカメフは

形態が平板で投資さえ惜しまなければ製造工程のかなりの部分にわたる自動化

が実現できる。

(連関財による制約〕

フィノレ人不要の磁気カメラはともか<，現段階ではフィルム無くしてカメラ

の存在価値はない。ところがフィルムの製造は化学工業の中でも特に最高水準

の化学技術者要するもので，世界のフィルム市場はわずか 4社によって Y ェア

されている。この化学技術水準によって，フィノレム産業への参入の壁は高く，
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日本におけるフィルム市場も高度に寡占的である。このフィルム市場の独占的
h 

要因から，カメラの規格はフィノレムの規格に制約される。事実， カメラの規格

は歴史的にコダヅク社によって規定されてきたといって過言ではない。

さらにカメラの主要部品である「νyズ」は，これまた他ω部品と本質的に

異なる特殊技術を要するものである。レンズを素材から一貫生産しているカメ

フメーカーは，ほんの 2~3社にすぎない。この点は文献 [9J で既に指摘さ

れているが，現在でも基本的に変っていない。他のカメラメーカーは少数の光

学ガラスメーカーからレ yズを購入Lなければならない。もう一つの部品「ジ

ヤ少ター」や電子部品の IC等についても，ほぼ同様のことがいえる。いわば

カメラとは，光学技術，精密機械技術，電子工学技術の複合体なのである。レ

ンズ素材のガラス種の生産には非常に高額の投資と複雑な技術を要する L，IC 

のそれについては近年周知の事柄に属しよう。

理論的にいえば，フィノレムはカメラとの消費における補完財， レンズ'/ャ

ッター，電子部品はカメラを通じての派生需要としてとらえられる。しかもそ

れらは，それぞれ高度で特殊な技術の壁で仕切られている。これらの事実は，

カメラ産業の産業組織論を，それだけをとり出した全くの部分均衡論として分

析することの有効性に疑念を投げかけるものである。

III 力メラ産業の輸出構造

日本のカメヲ産業は既に輸出比率の高い乙とで知られ，輸出額では昭和39年

に酉ドイツのそれを追い抜いて以来急速な成長を遂げている(当時の事情につ

いては文献[9J)。 しかし今日まで日本のカメヲ輸出の主役は高級 1限νフカ

メラであったu

第 2図は機種別のカメヲの輸出台数の推移を表わしたものである。 35ミリフ

ォーカノレプ νγ カメラの90%以トが 1眼レフである tいわれるから， これを高

級機の目安左考えて良いだろう。これに対し35ミリレ γズシヤヴターカメラは

中級機と考えて大体さしっかえない。これにカートリッジカメラ等をあわせて
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第 2図 スチルカメラの輸出台数
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第3図 スチルカメラの輸出額
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普及型カメラの目安と Lょう。こうしてみると，低額普及カメラも高級カメラ

に比べて遜色な〈輸出に寄与しているようである。つまりこの図だけを見れば，

普及型カメラの潜在的な国際競争力が既に十分に顕在化してしまふているかの

ような印象台受けるのである。
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第4図 スチルカメラの輸出状況(昭和56年〕
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出所，日本写真機工業会杭計により作成。

しかしそうではない。同じ機種別について輸出額で表示した第 3図は金額。J

上ではまだまだ高級機中心の輸出構造であることを示しているし，より細かい

分類亡みた第4図は，数量・金額ともに高級機が如何に日本のカメラ輸出の中

心的存在であるかを物語っている。

さらにスチルカメラの輸出比率を機種別にみたのが第5図である。そこから

は次のようなことが読みとれる。普及型カメラは輸出比率においても既に50%

ラインを突破した。しかしそれは昭和52年以降になって顕著といえるのであり，

高級機は40年代初頭より相対的に安定して5日%ライ γ のかなり上方に位置して
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いる。普及型カメラほ輸出比率が不安定であった。これは内需の方の要因にも

よると考えられるかも知れないが，輸出の絶対数でみてもフレが多いのである。

それに対し，高級機の輸出比率の伸びは着実であった。

しかし高級機の輸出台数にも近年頭打ちの傾向がみられる。ことに昭和57年

は 11眼レフ不況」と称され，園内出荷・輸出ともに低迷したことは我々の記

憶に新しい。これを機に57年秋から58年にかけ C，旭光学工業，日本光学とい

った 1限レフ専業メ カーが相次いで中級カメラ市場に参入し，シェア争いが

一段と激し〈なっている。きらに松下電器産業という異種産業の企業によって，

得意の LSI とセンサーく検知器)技術を応用した全自動タイフの35ミリコソ

パクトカメラをかかげての参入という事例もみられる。

白木経済の特色として技術集約度の高い品目をプロセスイノベーションによ
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第6図機種別販売シェアの国際比較

:{5ミリカメラ フJートリッジカメラ そのi也のカメラ
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出所，文献 [11)

i¥'hite Weld & Co 
lJOI1 Ellerむよひ他の
抗料

Wo1fm.an Reportより
推定

って量産化L，他国へ供給するというバターンがいくつもの産業でみられる。

普及型カメラω一層のェ νクトロエク λ 化(技術集約化〉と星産化(コ九 lダ

ウン〉によって， 日本のプJメラの輸山構造は低額カメラ主導型へと画期的な転

換を遂げる可能性がある。何故ならば， 日本のカメラは既に海外市場での名声

を勝取っている段階にある上に，普及型カメラは各機種の中でも円本の得意左
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するエレクトロニクスに最もなじむところでもあり，高級カメラに比べて量産

化とヨストダウンが実現しやすい機種だからである。現段階では，国内におい

ては需要規模の制約が高級機，普及機ともにあり，国外においては高級機主導

型のため普及機の需要が相対的に押さえられている。こうした市場面での制約

がプロセスイノベ ションによる量産化のネックになっていることは，前述の

とおり本研究に伴う各カメラメーカーで白己アりング調査及び工場視察の一つ

の成呆とし亡確認された。ひとたびこのネックが取り去られるなら普及型カメ

ラのプロセスイノベ ションが急激に進展し，日本のカメラ輸出は低額カメラ

主導型の構造に転換し，日本のカメラ産業はさらに輸出比率を高めて行〈であ

ろ号。

カートリッジカメラの海外市場は日本国内よりもはるかに有望であるヘ第

6関はそのことを示Lている。米国ではカートリッジカメラやイ/^タ γ トカ

メラ (1その他のカメラ」に含まれる〕が主体である。但1..-，西独，米国におい

て35ミワカメラのシェアが次第に広まってきているのは， 日本製35ミリカメラ

の輸入のせいであるといわれている。そうであるならば，この同じ論理が今後

のカートリッジカメラに適用できぬはずはない。

IV カメラ農業の多角化動向

カメラ需要の成熟化傾向，異業種からの参入の脅威，急進する複合技術。こ

うした環境にあっては， VTR市場への各社の参入にみられるように，カメラ

メーカーにとって経営の多角化は今後一層重要な戦略となって行くであろう。

ここで現段階におけるカメラメーカーの多角化状況を考察することにする。

一口にカメヲ産業といっても， ゾィノレムメーカーから 8ミリ専業メーカー，

交換レンス専業メーカー，写真用品専業メーカー-/ャッターの生産のみを行

う時計メーカ まで企業の種類は豊宮であるo ここでは叶 γ フルとしてスチノレ

6) 最近， ~〆 γ グ社によって「ディスクカ トり vジ νステム」が開発されたが，コダック社は
フィルム販売からの収益に主眼を置いているため， 希呈するメーカーに対しては 5，000ドルでデ
ィスクカメラ本体の図面を開示している。昭和田年2月にミノルタがまず参入したω
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表カメラメーカーの

社 名 デ ー タ |決算月 1--;詰守主11L
旭光学工業〔株〕 販売金額比率 3月

①g ④ 〈iz%〉j 

オリンパス光学工業〈株〉 生産金額比率 10月
①①③④ (((%F955〉〉〉

(2) 

キヤノン〈株〉 生産金額比率 12月
①①2 〔(〈F3匁百E〕〕〉

(3) 

〔株Jコノミル 版元金額比率 3月 ijz; 
日本光学工業(株〉 販売金額比率 3月

①①①④ (((9%955〉〉) 
(5) 

ミノルタカメラ〔株〕 販売金額比率 3月
①①①④ 〔〔〔FFFZZZ〕〕〕

(2) 

(株〉ヤシカ

55生16~産~5昨金金5年額年額比率
3月

①①g((m %95〉〉
(4) 

(5) 
販売 比率

(株〉リコー 班売金額比率 3月

①①①④ (〔〔劣RFE6〕〕〕

〔指数〉指数はすべて③を除いて百分率表示である。
①多角化度指数献で定寓されている。(J べ ~P.2)Xl 問。ここで P， は有価証糊

告書の「事業の内容」における各部門の肱売(または生産〉金額四比率。
②非拘ノラ比率 有価証券報告書の「事業町内容」における，カメラ及びカメラレンズ以
タトの製品の販売〔または生産)金額。比率。

① 「その柑」項比率!有価荘券報告書の「事業の内蒋」における， rその他Jの項の直売
(または生産〉金額の比率。

④質的変化以下の事例があった。
a ァープレコ ダ の販売活動を大阪町年3月をもって中止b 但し，この効果は57年。
多角化度指数には現れない。 b r映画機械」が有価証券報告書にお叶る製品分類から
盗を消す。 55竿以降も同じ。 c 51年12月をもって電卓の販売を中止。
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多角化動向
包

51 52 53 54 55 56 57 I 45年当時(7)

37 40 40 40 39 40 40 29 
13.3 17.3 18.8 17.5 17.2 20.0 20.5 13.2 
9.0 9.6 11.6 10.2 11.2 11.3 11.1 12.6 

38 38 41 40 38 38 41 36 
44.7 45.0 51.0 50.7 47，2 47.2 52.1 44 

11 38 39 40 40 39 41 36 
50.1 44.3 46.6 48.2 49.4 47.3 55.3 51.7 
8.5 12.2 

53 52 55 54 56 54 51 40 
74.3 73.0 65.2 63.1 66.5 69.6 70.9 49.8 
7.2 5.1 6.9 9.1 ユ8.7 28.3 37.1 6.8 

a 

31 30 30 3313(!44 ) 31 31 32 35 
31.5 32.4 32，6 33.9 33.9 34.8 37.6 。 O 。 O O 。 O 。

b 

20 23 22 23 27 29 29 19 
24 28 27 28 38 45 48 22 

26 30 20 23 30 24 25 22 。 O O O 。 O 。 。
o O O O O 。 。 。

40 34 32 31 32 32 35 29 
971 96.7 97.0 日6.4 94.4 95.7 95.6 92.2 

(6) 1.4 0.6 0.4 0.4 0.3 0.2 。
c 

〈注) (1) 各社の決算月の属する暦年の数字。
(2) 有価註妻子報告書からは指数笹川得られない。
(3) 51年にその他として分類されていたマイクロ機材等が. 52年以降「光学特砕担A

器他」去しマ分類きれるよろになる。従って52年l以降 「その他」の項はない。
仏)製品部門ι分類に形式上の変更が52年.53年にあった。ヤシカは 100%がカメ

ラ部門だが，その内訳について①を計算した。
(ラ) 有価証券報告書の「事業の内容」に「その値」の項がもともとない。
(6) 51年には「その他Jの項がない。かわりに「教育機器部門」があり，これは1.8
%-eある。 51年以降，己の項が「その他」の項に含まれることになる。

(7) 旭光学工業は45年12月に上場Lたため.46年 6月決算のデ タを用いた。
出所，各社有価証主予報告書により作成。
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カメラのメーカーり中から主だった数社を選びだした〈コパノレはシャッターや

写真用品のメーカーだが，参考までに加えた〕。

主たる結果は表中に集約されているので表の説明から始める。表は各社有価

証券報告書の「事業の内容」の項目をもとにして作成したものである。各指数

において多角化度指数は文献[l2]で提案された形式をそのまま採用したもの

である。従ってそれはりと10Uの閣の値をとり，数値が大きい程多角化の度合が

高いと考える要因となるo 但し，これは文献[l2]にも念を押されているよう

に，多角化の度合の一つの量的尺度であって，多角化の度合の質的変化を反映

してい〈ことに注意されたし、。さらに，各社有価証券報告書において，取扱い

品目の区分けの仕方は企業闘でそれぞれ異なる場合が多しまた細分類につい

ての比率が得られないために，企業問で統一しようとすれば恋意的になること

が避けられない。そこで各社有価証券報告書に記されたそのままの分類に従う

比率の数字を用いた(但L-，キヤノンについては iカメラ」の項目が細分類

されているが，ここでの目的にはこの細分類は意味がなし他社との統ーのた

めに細分類の合計値を用いた〉。従って， この多角化度指数に関しては， 第 2

表においての企業間比較はあまり意味が無いことを断っておく C ②の非カメラ

比率とは，カメラ及びカメラ用 νンズ等のカメラ部門以外の製品の販売(また

は生産〕金額比率である。従ってこの比率が増加している場合は，当該のカメ

ラメーカーがカメラ以外の分野へと多角化の度合を高めていることの回安とな

る。@の「その他」項比率とは，有価証券報告書における「事業町内容」中，

「その他」として分類されている製品の販売〈または生産〕金額比率である。

この比率に注目した理由は次の通りである。即ち，始めは「その他」という雑

項目の中に分類されていた商品が次第に'/"，，-アを仲ばし始め，兼業の中でも付

随的な生産物とはいえな〈なり，ひいては主力商品の一翼に成長する可能性が

ないとはいえなし、。例えばキヤノ Y にあっては， 51年まで「その他」と Lて分

類されていたマイグロ機材等がシェアを伸ばし， 52年以降「光学特殊機器他」

という新分類の中に含まれることになった。従ってこの「その他」項比率が増
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大するということは，ある意味で質的な多角化の方向を示唆しているともいえ

る。但L，メーカーによっては「その他」項を設けていなかったり，あるいは

比率を示す数値が明示されていない場合もある。①と同様にこの指数も，企業

間比較は避けるべきかも知れない。しかしこのことは特にさしっかえない。我

々がここで興味を持つのは企業間比較ではなくて，産業の全般的な多角化動向

だからである。④の質的変化は，当該欄に7ノレファベット記号で記してあり，

その内容は表注り形で示してある。

①の多角化度指数につい Eみると， 51"-'57年 0)7年間はほば横ばい状態とも

いえ， 目立った進展はなかったといえる。しかし45年当時り値と比べると，か

なりの数値の増大がみられるメーカーが多い。ただ，最近の日本の産業経済に

おける特色とされる各種技術の複合化が，各種企業の多角化の推進という形で

現れているか左いう観点からは，カメヲ産業の場合，指数①の尺度の上では否

定的といえよう。この指数の上で着実な増加傾向を示してレるのはミノノレタカ

メラTこけである。

②の非カメラ比率でみると， コパノレと， もともとこの比率が90%をこえカメ

ラの方が兼業部門となって Lまっているリコーを除いて，全般的に増加傾向に

ある。この 7年間にカメラ p ーカ は，カメラ以外の部門に除々にウェイトを

移してきているといえる。この点は45年当時と比較しでも， 日本光学，キヤノ

ンを除いて比較的はっきりとしている。この指数の上でも着実な伸びを示して

いるのは特にミノルタカメラであろう。

③の「その他」項比率についてみよう。この指数が得られるのは 3，4社にす

ぎないが，得られるかぎりではリコーを除いて数値の増加傾向がみられる。こ

とにコパノレの場合はこの傾向が著しし、。|可社は多角化度指数，非カメラ比率の

上で多角化の低迷がみ bれるが， この現状を才J閲するかのように「その他」に

分類されている商品の成長が著じいわけである。ちなみに同社の「その他」の

実には，工作機械，電算機周辺機器が含まれている。①や②の指数の将来の高

まりを示唆Lているといえる。旭光学も小幅ではあるが①の増加傾向がみられ，
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またキヤノンについては表注の(3)を参照さわしたい。

他方，④の多角化に関する質的変化の事例はョ少数ではあるが多角化と逆方

向を意味するものが多い。即ち，電卓やテープレコーダーの生産・販売の中止

といった事例である。

ここで付随的ではあるが，各企業に特徴的な類型についてふれておこう。リ

コーのように既にカメラ部門が兼業化してしまっており，カメラ部門の比率が

数%にすぎなくなって久しい企業。ミノノレタカメラ Dように着実に多角化の度

合を高めてきている企莱。日本光学のようにある一定の比率でもって安定して

いるとみられる企業。 ヤシカのように常に 100%カメラ専業であった企業，等

である。

本節で考察したいくつかの指数を総合して判断すると，日本のカメヲ産業は

近年除々にではあるが概して多角化の度合を高めて肯たといえるであろう。質

的変化においては多角化とほ逆方向を示すい〈っかの事例がみられたものの，

これはむしろ「比較劣位」にある商品を陶汰し，有望な分野を拡大，または新

分野へ進出するための準備過程と解釈できないことはない。ミノルタカメラに

典型的にみられるような着実な多角化(量的意味ではあるが〉の動きこそ，日

本のカメラ産業の現在の環境に適合した対応であり，高度な技術を蓄積しつつ

も段階的な多角化の道を歩まなかったヤシカは，京セラとの異業種間合併とい

うドラスティックな方策によって合理化をはかるに到ったわけである。

しかしながら，エレクトロニクスの発展と複合化技術の新展開という 198日年

代の日本の産業経済についての展望からすると，最近7年間のカメラ産莱の多

角化動向は未だ肢行的であるといえよう o この般行性は，茂術の復合化を媒介

とした多角化戦略の新展開という展望を否定する材料というよりはむしろ，将

来におけるその実現領戚を!ムめるものと読むべき亡あろう。

V 力メラ産業組織

カメラの補完財としてのフィノレムの市場への参入障壁が，高度の化学技術の
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故にきわめて高い ζ とは前に指摘lzたとおりである。補完的な財の生産は，そ

れぞれの市場が厳密な意味での完全競争市場でない限り，別々の生産主体の下

で別個に行なわれるよりも，一つの生産主体の下で一元的に計画される方が経

済厚生上望ましい。筆者のF究では，補完財の関係にある 2財をそれぞれ生産

する 2つの企業が合併すれば，生産関数に変化を与えずとも 2財の生産量は

増加し，価格はそれぞれ低下する傾向を持つ(文献 [5J)。これは 2財が代替

財であるケースと異なっている。この合併というケースを別にすれば，カメラ

メーカーはフィルムを自社生産するという形でフィルム市場に参入Lなければ

ならないが，この参入障壁が非市に高いわけである。実際のカメラメーカーの

多角化の方向は，持前の光学技術や精密機械技術を応用した複写機， /EIJ量機と

いった分野が多い。いわばポーモルらのいう‘ economyof scope 品目範囲

拡大の経済性〉にもとづく多角化といえよう円。 ただ理論的には消費連関性に

も土づ〈多角化へのインセンティヴも存在する。フィノレム市場への参入障壁は，

カメラとの補完ということを考えれば，正りわけ低められるととが望ましい。

しかしながら消費財聞の強い補完性にはz 一つの特殊ケースが存在するのワ

ルタ一大井によって最初に分析された‘ two-partpricing ，が可能となる状況で

ある(文献[17J)。そこでは引き合いとして遊園地における入場料と乗物料金

との価格づけがモデルの例となっているが，同じ分析がポラロイドカメラや

IBM の価格政策にも適用されている。例えば単純化のために各消費者の需要

関数が各人皆同じで，所得弾力性をゼロとする。かっ，各消費者はポラロイド

カメラの所有自体からは効庄を得ず， フィノレムを入れて実際に写真を撮るその

枚数からのみ効用を得るものとする。従ってフィルムが入手可能でもカメラを

所有していなければ効用はゼロである。この時，カメラとフィルムの供給者が

同ーの独占者であれば，彼にとっての最適価格政策は通常のような|思界収入と

限界費用との均衡条件によっては規定されない。消費者個人にとってはポラロ

イドカメラはーコあれば良〈，かっカメラの所有自体からは効用を得ないから，

'1) :J<.献 [13][l(等を参問。
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需要曲線はフィルムにっしるての数量と価格の平面に描かれることになる。この

時，完全競争均衡と同様にフィルムの需要曲線と限界費用曲線とが交わる点で

フィルムの価格を設定せよ。そしてカメラの値段セ(カメラ生産の限界費用を

一定として〉フィノレム購入からの全消費者余剤に等しい額に設定することによ

り，完全差別価格制度が実施された場合と同じ利潤を得ることができる。これ

は通常の独占均衡状態よりも消費者にとってずっと不利な状態である。消費者

余剰を完全に吸収されてしまっているからである。こういう価格づけが川能と

なるケースは，筆者が文献【 5)において「需要構造上の 2財の著しい非対称

性J と呼んであらかじめ排除しているケースであるo

補完関係についてのもう一つの注意すべき事例は，現像・焼付処理のサーピ

スの供給がきわめて独占的な状況における，フィルムとの抱き合わせ販売の問

題であろう。これは実際に市場に参入している生産者にせよ潜在的な生産者に

せよ，十分な現像・焼付処理の設備を持たない生産者に対してきわめて競争制

限的な効果を持つ凹。

先の‘ two-partprieing'にじても，後のれき合わせ販売の問題にしても，供

給側にきわめて強い独占性が存在することが前提とされ，その独占性が損なわ

れれば最適戦略としての有効性も疑わし〈なる。現在のカメラ産業においては，

こうした特殊状況の分析の意義はうすれてきている。技術にもとづく独占性を

釘破するような技術の動きがみられるからである。

現在ではインスタントカメラは既にポラロイドの独占ではなく，ポラロイド

社とイーエトマン・コダック社の 2社がそれぞれ独自の規格で商品化している。

日本でも昭和56年に，コダック社から規格上の特許を有償で得た富士写真フィ

ルムがイソス Fントカメラ市場に参入している。これに伴L、小酉六写真工業も

進出の可能性を示唆した。このインスタントカメラの価格を高級 1眼レフの価

格と比べてみれば，その市場成果に関してははとんど疑う余地がない。またカ

ラーフィルムの日本における市場構造は，富士，小酉六，コダックのいわば三

め例えば文献[1 )の p.383を参照。
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占 (tripoly) 状態であるが"各社それぞれ拾抗力が強<.抱き合わせ販売に

よる弊害もほとんどないといって良い。

次に派生需要と Lての主要部品についての考察に移ろう。レンズ，電子部品，

シャッターも，自社生産するカメラメーカーもあるが，仕入れや外註に依存す

るカメラメーカーも多く，最終商品としてのカメラの市場に対する連関財市場

という視点からとらえるぺきものである。自社生産か{上入れかとし、う，生産主

体の合理的選択の問題を含めれば， これは垂直的統合の問題とも関係してくる。

しか Lながら垂直的統合の言語論には理論的にある種の混乱がみられる。 つ

には前工程にたずさわる企業と後工程にたずさわる企業とが一つの主体となる

こ土を垂直的統合と呼ぶが，これは本質的に企業合併の問題である。他方，あ

る工程にたずさわる企業が，前工程ないしは後工程をも白社でまかなえるよう

に設備投資を行なうことを垂直的統合と呼ぶこともある。これは，ある種の工

場を増設するか否か， もL<はある種の事業部門を設けるか苔かの選択の問題

である山。

レγ ズを例にとって議論することにすれば， レンズと他のカメラ部品との聞

に生産の上での代替性はないから，代表的な 1台のカメラに必要なνンズの組

を単位にとることにより，例えば文献[l5Jにあるような素朴な価格理論の毛

デルが適用可能となる。前者の意味での垂直的統合の理論的帰結は，経済厚生

上の肯定的なインプリケー γ ョγを含むものとして引き出すことができる。し

かしながら，現在のカメラ市場の市場集中度は比較的高く，垂直的統合が新た

な参入障壁を形成する可能性なしとしない (ζ の点とともに，既存企業と新規

参入企業との聞の，資金調達の相対的優位性を考慮しての垂直的統合の議論に

ついては，文献(1Jの第6章を参照〉。後者の意味での垂直的統合の問題は，

レンズの市場の市場構造が重要なポイントとなる。その市場構造が完全競争的

であれば，カメラからの派生需要 Eしてのレンズの需要曲線と，レンズ生産の

町 日本でのシヱアは，富士70%，小西六15%，コダ γ ク15%といわれる。
10) 端的にいえば』前者は個人合理性を満たすような協力ゲームの解を求める問題であり』後者ま

単一主体の最適化の問題である。
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(集計{直としての〉限界費用曲線との交点で決まるレ Y ズの価格と，自社生産
阪

に踏み切った場合の V/'ズ生産の平均費用曲線との相対的な位置関係が生産主

体の選択上重要となる。レ γズ市場が売手独占的であれば，自社生産が有刺と

なるための技術的条件はより緩やかなものとなり， レンズ市場が買手独占的で

あればそれはより厳しいものとなる。本研究に伴ういくつかの調査の限りでは，

それらの判定はいずれともつけ難いもの Eあった。立入った分析は今後の課題

である。

最後にもう一つの重要な連関市場は，カメラの流通市場である。カメラ産業

では流通の系列化がかなり進んでいるエυ。文献 (9Jでは「もし流通支配が完

成すれば，消費者需要はメーカーによって管理され，作り出されるこ土になり，

そこに消費者主権は全〈存在しなくなる」在して，専ら流通系列化の禁止とヤ

ミ再販の徹底的追及を提言しているのしかしながら，流通系列化や再販売価格

維持制度は3 今日その理論的見直しが行なわれる段階に達しており，多方面か

らの研究が現れている。筆者の見解では，流通系列化の過程で効率的資源配分

を妨げているものは，再販制度それ自体ではなしその基礎にもともと存在し

ている独占性であり，再販制度はむしろその独占性による不効率を緩和する役

割を果たしうる(文献 (4J)。また，再販制度を，小売庖が取扱う製品を忠実

に管理L，常に高品質の製品を消費者に販売することを動機づける品質保証シ

ステムとしてとらえる見方も存在する〔文献(16J)。さらには流通系列化は，

流通過程というーつの中間取引市場において，各段階における取引主体が扱う

商品の価格変動の不確実性に対処しようとする，一種のリスク Y ェアリングの

形態の現象面であるかも知れない(文献 (3J(8J)。

本節では，カメラ産業の産業組織論はカメラ産業全体をーまとめにした一個

の部分均衡諭としてとらえるべきではなしその内部と周辺における連関財市

場聞の相互作用という視点から把握すべきであるとL、う立場から，いくつかの

問題点について論じてきたo Lかし木稿でほ未だそのスケッ千を提示し丈てにす

11) 文献 [2Jの p.167.......，p目 169を参伊ゆ
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ぎない。さらに詳細な分析については別稿にゆずらな〈てはならない。だがそ
侃

れでも，カメラ産業における，高度な技術と高額の投資による参入障壁の存在

と，それらの障壁を持つ連関商品の相互の関係，そしてまたそれが持つ意味に

ついて明らかになったことと思う。

近年の技術進歩は，これ b産業の参入障壁に対L--C競争政策上積極的に評価

できる側面主持っている。その傍証と Lて例えは，①ソーーの磁気カメラのよ

うに，機能的に代替性の強い商品が企 01)分野から登場し，しかもこれがシャ

ープも同様の製品を開発する等，複数の企業によって行なわれうる。⑦富士フ

ィルムのイソスタソトカメラ製造にみられるような，ポラロイドやコダッグの

独占性を破る土うな動雪がみられる。③VTRl!l売のようにカメラ以外の既存

市場への活発な参入の動向がみられる。これらはいずれも，技術による参入障

壁に対抗するような技術の動きとしてとらえられよう。技術進歩に伴うカメラ

産業とその周辺の市場行動ば，総合的にみれば競争促進的に作用しているとみ

て良いであろう。

〈昭和58年6月16日脱稿〉
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本研究Dためのヒアリングに快〈応じて下さったカメラメーカー各社の方々，長瀬産

業株式会社の日中亀男氏，そして日本写真機工業会町中村達氏に深〈感謝いたします。
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